
令和４年度 事業報告書 
 

自．令和４年４月 １日 

至．令和５年３月３１日       一般社団法人香川県自動車整備振興会 

 

令和４年度の日本経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が緩和され、これ

まで緊急事態宣言やまん延防止等重点措置などの影響が大きかった旅行・宿泊業

や飲食業においても全国旅行支援の効果もあって社会経済活動の正常化が進み

つつあり、消費活動に回復の動きが見られるようになりました。 

その一方でロシアによるウクライナ侵攻を背景とした国際的な原材料価格上

昇に加え、円安の影響などから、日常生活に不可欠なエネルギー、食料品等の価

格上昇が続き、欧米各国の金融引締めによる世界的な景気の後退が懸念されるな

ど、我々を取り巻く環境はますます厳しくなっています。このような中、未来に

向けて日本経済を持続可能な成長経路に乗せていくため、政府は新しい資本主義

の旗印の下、「物価高・円安への対応」「構造的な賃上げ」「成長のための投資と

改革」を重点分野とした総合的な対策を施すこととしており、国民生活や事業活

動を支えていくことが期待されます。 

 

世界経済を見ますと、国際商品市場の高騰や労働コストの増加等を背景とした

物価上昇が進行したため、物価安定に向けた急速な金融引締めが進み、経済活動

に対する政策的な下押しがみられましたが、新型コロナウイルス感染症に対する

ワクチン接種の進展等による経済活動の正常化、雇用の安定、物価高騰対策等に

より、地域によっては底堅い動きもみられました。 

米国経済は歴史的なインフレとそれを抑制するための急激な利上げから減速

基調でしたが、サービス需要が好調であったことや良好な雇用環境を背景に堅調

を維持し、欧州経済では記録的な物価高が内需を下押し要因となったほか、エネ

ルギー投入量の削減や価格高騰がエネルギー依存度の高い産業を中心に生産の

抑制につながったことから成長が減速し、中国経済は、ゼロコロナ政策の再強化

で個人消費が抑制されていたところに、コロナ規制に対する抗議活動が各地で行

われたことから、ウィズコロナへの政策転換が急速に進み、感染再拡大とそれに

伴う行動抑制で成長が減速しました。先行きの世界経済は、景気や経済情勢など

成長の回復が見込まれているが、ウクライナ情勢や米中関係などの地政学的対立

への警戒感から、世界経済への悪影響が想定されています。 



自動車業界は、新車販売台数において、半導体不足やコロナ禍による新車不足

が改善の兆しを見せ、前年度比４.０％増の４３８万台となり４年ぶりに前年度

を上回りましたが、コロナ禍前の令和元年度と比べると１７％減の販売台数にと

どまりました。また、保有台数については、経済状況を反映した自動車の長期保

有傾向により微増の状況が続き、自動車保有構造は長期使用車両の増加や維持費

の安い軽自動車が占めるようになりましたが、その中で環境性能に優れたＥＶや

ＰＨＶ等のＣＥＶが増加傾向となりました。一方、近年の気候変動問題に関して

国際的な脱炭素社会の実現に向けた対応として、政府は２０３５年までに新車販

売で電動車１００％を実現し、２０５０年までに温室効果ガスの排出を実質ゼロ

にするカーボンニュートラルを目指していることから、今後、自動車は運転支援

の先端技術を搭載した車両（ＡＳＶ）と併せて、電動車の普及が一段と進むこと

になります。 

 

整備業界においては、各事業者が新型コロナウイルスの感染防止対策を徹底し

ながら事業に取り組み、令和４年度の自動車特定整備業実態調査によると、新車

の長納期化により、やむを得ず継続検査を受検するなどの法定需要の下支えもあ

り、総整備売上高は５兆７,３３８億円と2年ぶりに増加しました。また、我が国

においても急速に進む自動車の自動運行装置に対応する道路運送車両法が改正

され、ＯＢＤを使用した自動車検査制度、衝突被害軽減ブレーキを始めとした先

進安全技術に係る特定整備制度の創設、自動車検査証の電子化が進められた。さ

らに、直面する道路運送車両法を始めとした法律改正への対応や新技術への対応、

継続検査ＯＳＳの導入等による事業運営の効率化、生産性向上、健全な経営の徹

底、少子高齢化社会における自動車整備士の人材不足の対応等のたくさんの課題

を抱えています。 

以上のような業界の状況にあって、当会としては、整備業界の持続的な発展を

目指し、業界の振興と活性化を推進するため、また、新型コロナウイルス感染症

の感染防止対策を施しつつ、以下の諸事業を重点として取り組みました。 

 

（１）点検整備促進啓発活動事業の推進 

   本年度も会員各位のご理解とご協力の下に、点検整備促進啓発活動事業の

一環である、四季を通じ展開をしている「オアシスのキャッシュバックキャ

ンペーン」に総力を挙げて取り組むとともに、マスメディアを有効活用し、



自動車整備業界の社会的な有用性の発信などを通じて、自動車整備業の振興

発展やイメージアップに努めました。 

この結果、「オアシスのキャッシュバックキャンペーン」は常に６５０事

業場以上の参加を頂き、参加率７０％台を維持することが出来ました。 

 

（２）点検整備促進街頭キャンペーン等の実施 

   国土交通省実施の「自動車点検整備推進運動」の一環として香川運輸支局

の「定例街頭検査」に参加協力するとともに、当会の「点検整備促進街頭キ

ャンペーン」として定期点検整備促進チラシを配付したほか、点検未実施車

両には通知書を交付し愛車の保守管理意識の高揚に努めました。 

また、「春の交通安全キャンペーン」（府中湖ＰＡ）に参加し、高速道路で

の安全運転の励行についての広報啓発運動に協力しました。                   

なお、「自動車点検教室」については昨年度同様に新型コロナウイルス感

染症拡大防止の観点から開催できずにマイカーを使用した保守管理責任意

識の啓蒙活動が不十分な結果となりました。 

 

（３）事業者負担の軽減化等への対応 

   指定工場を対象とした継続検査ＯＳＳに係る活用・推進については、令和

５年３月末において、保適証サービス登録事業場は３４２事業場と指定工場

数の８４.０％の登録率であり、電子での保適証交付は順調に推移していま

すが、継続検査の代理申請登録事業者は１１４事業者とまだまだ低調な結果

となりましたが、車検証が電子化されると代理申請においても利用が順調に

推移すると思われます。 

また、整備業界の指針である「自動車整備業のビジョンⅡ」のさらなる普

及・浸透を行い、自動車整備事業の健全経営化に努めました。 

 

（４）特定整備制度「電子制御装置整備の認証取得」への対応 

令和２年４月１日からの特定整備制度については、電子制御装置整備の整

備主任者等資格取得の実技講習は当会実施の整備主任者技術研修に内容を

含め研修回数を増やなど対応を図り、香川運輸支局主催の学科講習及び諮問

については申込書受付窓口として協力するなど、整備主任者資格の取得向上

に取り組みました。また、電子制御装置整備の認証取得については、申請手

続きのサポートを行うなど、特定整備制度への対応に努めました。 

 

 



（５）各種技術研修会等の開催   

   高度な電子制御を備えた自動車の普及から、労働安全衛生法に定める特別

教育である「低圧電気取扱特別教育・巻上げ機(ウインチ)特別教育」を開催

したほか、ＡＤＡＳ関連を含んだ「整備主任者技術研修」を実施するなど、 

メカニックの新技術習得への対応に努めました。 

また、本年度も技術講習所（二種養成施設）として、実技試験免除の「自

動車整備士養成講習」を前期・後期に分け開講したほか、自動車整備士登録

試験実施機関としては、１０月及び３月に学科試験を実施いたしました。 

 

（６）各種定期研修会（法令）等への実施協力 

   香川運輸支局主催の「自動車検査員教習」、「自動車検査員定期研修会」、

「整備主任者定期研修会（法令研修）」などの実施に協力し、事業運営の適

正化（法令順守の確立）や業界情勢に係る情報提供を行いました。 

   加えて、全国一斉に実施される不正改造車排除運動を効果的に実施するた

め、指定整備事業者「事業場管理責任者講習」の開催にツール品を配付する

など協力しました。 

   また、日整連より委託を受け実施の「車積載車による事故車等の排除業務

に係る有償運送許可のための研修会」を開催し、運輸支局への許可申請手続

きの円滑化に努めました。 

 

（７）ＩＣＴ化への対応 

   日整連の整備情報であるＦＡＩＮＥＳについては「スキャンツール活用事

業場認定制度」に基づく「コンピュータ・システム診断認定店」の要件や特

定整備制度の要件として加入が必須となっていることから、本年度も年間を

通じて加入促進に努めた結果、５４件増加の５２６事業場となりました。 

   また、当会の情報提供手段であるホームページの内容についてもタイムリ

ーに各種内容を更新追加するなど情報提供に努めました。 

 

（８）環境保全・省資源への対応 

自動車リサイクル法に係る使用済み自動車の引取業及びフロン類回収業の

登録更新手続き等の支援を行うとともに産業廃棄物処理に関する「電子マニ

フェスト制度」の啓発活動を行うなど、使用済み自動車や使用済みバッテリ

ーの適正処理の推進並びにリサイクル部品の普及促進に努めました。 

   また、温暖化対策については、引き続きＣＯ２総排出量削減を推進するため、

日整連による国の方針に基づいた新たなＣＯ２削減の数値目標を達成に向け、



整備業界として事業場内の経費削減に取り組むため「環境家計簿ＣＯ２算定シ

ステム」の利用に努めました。 

 

（９）こども１１０番の店活動の実施 

   こども達が安心して暮らせる安全な街づくりの推進に向け、地域密着業種

である自動車整備事業の地域社会への貢献度の重要性が増していることか

ら、本年度も主に新規会員を対象とし、「こども１１０番の店」活動事業へ

の参加募集に努めました。 

 

（10）近代整備（会報）の発刊 

   会員各位への情報の提供手段の一つである「近代整備（会報）」の掲載内

容の充実化を図るとともに、自動車整備業界情勢に係る最新情報の提供に努

めました。 

   

（11）事務局職員の資質の向上等 

   会員各位のニーズに的確に応えるため、本年度もコロナ禍の影響により、

日整連などが主催する各種研修会等へリモート会議などにより職員を出席

させ、更なる資質の向上に努めるとともに、ＯＡ化による事務の簡素化及び

効率化を図りました。 

 

（12）関係機関への要望等 

   本年度も会員各位の事業運営に係るご意見・ご要望の把握に努めるととも

に、自動車整備業界が直面する諸問題等について、関係機関等への意見具申

を行いました。 

 

以上、令和４年度に実施した主な事業内容を列記しましたが、その詳細につい

ては、次のとおりであります。 

 なお、これら諸事業の実施に際しましては、四国運輸局香川運輸支局をはじめ、

関係機関及び関係団体のご指導とご支援、会員各位のご理解とご協力の賜であり、

深く感謝申し上げる次第であります。 

 


